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（議長） 

休憩を閉じて、再開します。 

次に、小野寺議員の発言を許可致します。 

 

「小野寺議員」 

はい、議長。 

 

（議長） 

はい、「小野寺議員」。 

 

「小野寺議員」 

はい。ではすぐ始めます。 

大きい１番目です。高齢者の福祉施策について、ですが、１２月議会でも取り上げさせ

て頂きました。いよいよ、いわゆる国の介護保険事業でいう総合事業が４月から始まりま

す。どうなんのかなという部分も含めて、町民の中でも私は少しずつ関心も出てる部分も

あるのかなという気はしております。高齢者の福祉、暮らし全般に関わる問題であります。

３つお聞きします。 

まず１つ目。全般的に言いますと、高齢者の生活、その支援する公的制度、やはり改善

していかなければならないと思っております。それで、４月から開始されます、この新し

い国の事業によって、町民や高齢者の生活がどういう風に変わってくのかなということで

ありますが、なかなか町長の執行方針を読んでも、それから予算書を見てもよくわかりま

せん。たまたま一般質問を通告した後に、町広報が入りまして、町広報の中に色がすごく

目立ってすぐアッと思いました。この町広報に載りました総合事業の説明、すごくわかり

やすく、本当にまとめてあったなとは思っております。これ見てもすぐわかりますが、要

は、基本的には変わらない。変わらないのかな。国が言っている少しでもその総合事業が

おこる、やることによって、例えば、これにもあります、一般介護予防事業というのが今

までより少し、少し町民のために、事業が新たに展開しているのかな等、期待して見たん

ですが、それから予算書見たのですが、よくわからない。少しでも、一歩でも、国の事業

展開によって、江差町としても前進させる、そういう仕組み作り、考えているのかなとい

う気がしたのですが、町長の執行方針には、自助・互助、そこは強調されてるのですけれ

ども、それはそれで必要だと思います。思いますが、でも、その大前提として、その生活

支える公的な制度の改善・充実が私はやはり着実に進めていく。これが今、急がれると思

います。町長の所見を伺います。 

２つ目、これは何回も言っておりますので、簡潔に言います。配食サービス。これは私

の予算書の読み方が間違っていなければ、新年度は増額になってると思うのですが、どう

いう風に新年度事業展開するのか。この間、もう２年間位、かなり担当課長には申し訳な
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かったのですが、厳しい口調でも含めて、この間言ってきました。どうなるのか、という

のが２点目です。 

３点目。それで、色々、でもやはり皆さん頑張っております。担当課、担当係の方、頑

張っておりますが、せっかくそういう、頑張っているサービス、今大きく言うと町民福祉

課と健康推進課にまたがるのかなと思うのですが。そのせっかくの事業が、必ずしも丁寧

に周知されていないのが私はあるんじゃないかなと思います。せっかく受けられるサービ

スが知らされてないことによって受けられない。これは、私、本当にその人にとって大変

不幸なことだろうと思うんです。各事業を統一した見やすいパンフ等を作る。適宜、町民

や関係機関に配布、周知する等、必要ではないか、ってこういう一般質問を出したらです

ね、すぐ資料でこれが来ました。あの質問通告した後に、これ来ましたので、ほぼ私が答

えた、質問したことの回答が、これにも載っております。多分そのことも含めて町長答弁

されると思いますが、それは改めて再質問でちょっとお聞きしたいと思います。まず第１

問でございます。 

 

（議長） 

はい、「町 長」。 

 

「町 長」 

小野寺議員の１問目、高齢者の福祉施策についての質問にお答え致します。 
４月から開始される介護予防日常生活支援総合事業についてのご質問であります。 
介護保険からの給付であった要支援認定者に対する訪問介護と通所介護が、４月から介

護予防生活支援サービス事業に移行します。どちらも現行相当のサービスで実施し、サー

ビス提供事業者は、現在訪問介護や通所介護を行っている事業所をみなし指定して参りま

す。利用にあたっては、基本チェックリストを用いて、その方に必要な支援等を相談し、

必要な申請や手続きに結び付けていきます。 
一般介護予防事業につきましては、現行の介護予防事業内容の充実を図りながら、対応

して参ります。国が示す介護予防、生活支援サービス事業には、その他の生活支援サービ

スの項目もありますが、生活支援協議体や地域ケア推進会議での検討を踏まえ、必要なサ

ービス内容や創出を考えていきますので、スタート時点での開始は見合わせております。 
現在サービスを利用している方や新たに利用する方がスムーズに利用できるよう、多様

な機会を活用し、制度周知に努めると共に、サービス内容については随時評価をし、実施

して参ります。 
２つ目の配食サービスについては、高齢者福祉施策として実施しておりましたが、平成

２９年度からは、介護保険の地域支援事業の任意事業の地域自立生活支援事業の中で実施

して参ります。現時点では、対象者につきましては、地域自立支援、失礼しました。地域

自立生活支援事業の目的に該当する方になりますので、６５歳以上の方で調理困難な方、
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単身若しくは高齢者夫婦世帯、安否確認が必要な方のいずれにも該当し、他のサービスで

対応できない方を考えており、一定の方法で選定して参りますし、サービス提供する指定

事業者につきましても、新たに登録して頂くことで考えております。当面は現行サービス

を引き継ぐ形を考えておりますので、利用回数や金額については、変更しない方向で取り

進めていきます。 
３問目でございます。現在、高齢者対策につきましては、健康推進課と町民福祉課の両

課で事業を推進しており、主に介護保険制度によるものとそうではない事業となっている

こと等から、各種の事業を統一したパンフレット等の作成は行っておりません。 
議員と同様、わかりやすくサービス内容をお知らせすることは必要なことだと認識して

おります。新年度からは、新たな介護保険制度がスタートすること等を踏まえ、両課が連

携し、サービス内容の周知に努めて参りますし、パンフレットの作成につきましても取り

組んで参りたいと考えております。 
 

「小野寺議員」 

はい、議長。 

 

（議長） 

はい、小野寺議員、再質問。 

「小野寺議員」。 

 

「小野寺議員」 

はい。 

それであの１問目ですが、これから考えていくという部分、それはそれでいたしかたな

いかなと、色々検討するところもありますし、体制のこともありますので、それはそれと

して。 

ただ、それにしても、町長の言っている自助・互助を仕組み作り、これはこれで私も必

要だと思います。ですからその上で、これも頑張ってもらいたいのですが、じゃあ町長の

言っている自助・互助の仕組み作り。これは先程言いましたが、一応、案の段階で議員に

は頂きました。もうパブコメが終わったのかな。終わったのですね。終わってない、ごめ

んなさい。ですから、まだあくまでも我々は案の段階ということで受け止めますが、当然、

自助・互助という意味の相当の部分は、これにも関わってきます。その点でじゃあ具体的

に自助・互助が見えないので、これを基に何点かちょっとお聞きします。 

これをよく見たら、本当に、自助・互助がオンパレードでちょっと言葉きついかもしれ

ませんが、自助・互助ということが丁寧に、もちろん公助も丁寧に書いておりますから、

かなり町長が言っている内容の仕組み作りが、この部分も相当出ているのだなということ

も含めて２つ、３つ、ちょっとお聞きします。 
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まず、今度の町長の執行方針で、それから予算書にもありますが、福祉活動専門員を社

会福祉協議会が配置する時に、町が人件費として１名分を補助します。これは、この地域

福祉計画を具体化する、それから多分、社会福祉協議会で実践計画を作ると思うのですが、

それを具体化する上において、まさしく町長の言っている自助・互助の仕組み作りが、い

わば社協、社会福祉協議会サイドでも作られてくるのかなと思うのですが、それではこの

福祉活動専門員がどういう仕事するのか。この資料には１から８まで書いてあります。こ

れ全部やるといったら本当に大変なのでしょうけれども、この中に例えば、ボランティア

の面、これもある意味、自助・互助・共助の中でボランティア、大変大事な問題だろうと

思うのですが。例えば、色々なところでボランティアセンター等も作ります。そういう点

では、役場とその社協等がやるボランティアセンターが併せて自助・互助の部分が出てく

ると思うのですが、ではその社協で福祉活動専門員等の位置付けの中に、ボランティアセ

ンターと言いますか、しっかりとそこでボランティアをやってもらうのだと、そういうよ

うな位置付けも、江差町として考えているのか。そういう点で社協とやり取りしているの

かというのが１点。 

もう１つ、現在、町が補助金を出して、何て言いましたか。地域福祉推進員が１人おり

ます。これは、元町職員が今やっておりますが、この地域福祉、ごめんなさい。地域福祉

計画の色々ある仕事の中、自助・互助の部分も含めて、地域活動、町内会だとかそういう

部分の手助けといいますか、それもやることになっております。そして、さっき言ったこ

の福祉活動専門員も当然それを担うことになるのだろうと思うのですが、２人の体制でそ

れをやってくと。事実上２人、今までいる推進員、それから新たに配置する専門員。２人

が手を携えてこの地域福祉計画を積極的に担っていく。社協で言うと実践計画。この自

助・互助の仕組み作りということも含めて、その２人が共に手を携えてやっていくのだと、

そういう仕組みになるのか。ちょっとお聞きしたい。ちょっとその答弁によって再々質問

をちょっとします。 

それからもう１つ。もう１つ。これもある意味、自助・互助で大事な問題だろうとは思

うのですが、この地域福祉計画にあります、いわゆる日常生活自立支援事業。簡単に言う

と、認知症の方がなかなか自分の金銭管理できないだとか、そういう部分にかなり重たい

方は裁判所を介在して成年後見制度ということになりますが、その一歩手前ですね。まだ

法的まではいかない。でも金銭管理が大変だという場合は、こういう制度があるのですが、

これを、私はやはり社協にやってもらう、という立場で町が進めていく。それをやらなか

ったら、これ書いていますね。地域福祉計画の中にね、町としての位置付け、どのように

考えているか。こういうたまたま３つ位挙げましたが、こういうこともやることによって

自助・互助そして公助だろうと私は思うのですが、ちょっとお聞きしたい。 

それから（２）の配食サービス。私の読み方が間違ったのですね、そうすると。予算は

変わらないと。予算は変わらないということなのですね。それで、仕組み、予算変わらな

いですよね、さっき同じって言った、町長の答弁では同じって言った。ごめんなさい。も
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し金額変わっているのなら、教えて頂きたいのですが。先程、従来とそんなに変わらない

ようなちょっと聞き方したのですが、例えば、食事の提供は昼だけなのか、夜も提供して

もらいたいという方は、この配食サービスの該当になるのか、等も含めてちょっともう少

し教えてほしい。 

それから、もし、要項等が出来ているのであれば、予算審議の時に出してほしい。案の

段階でもいいからちょっと出して欲しいのですよ。ということも含めて（２）。 

で、（３）、あの（３）あの町長そういう答弁ありました。本当に見やすいパンフレッ

ト等を作って頂きたい。この地域福祉計画にあります。で、もう１つ、パンフレット作る

というのは、それはある程度１つとして大事ですが、もう１つはそれにある意味、そこに、

精神をというか、心を込めなければならないのですね。つまり、例えば窓口に来た時に、

そのことを丁寧に説明するということもこれはこれで大事。で、この地域福祉計画の中に

書いてありますね。職員の研修、知識を豊かにすると。そして、町民の方から色々な複雑

な制度をですね、きちっとわかりやすく説明すると。これ正しく大事な話。パンフレット

作っただけじゃだめかもしれない。それと併せて、窓口に来たら丁寧な説明する。それを

しっかりとやって欲しいんですよ、しっかりと。あの、私もあまり言いたくないんですが、

窓口の対応によって、せっかく受けられるサービス受けてないっていうケースあるんです、

現実に。そこを改めてやって頂きたいんですが、その点についても答弁あれば求めたい。 

 

（議長） 

「町民福祉課長」。 

 

「町民福祉課長」 

はい。 

まずあの自助・互助に関する内容でございます。 

地域福祉専門員の業務としての内容、どのようなものなのかということでございますが、

失礼しました。まず、この専門員に関しましては、現在の社会福祉協議会の活動が、地域

に求められているニーズに応え切れていない、というそういう共通認識、町も社会福祉協

議会も同じ認識を持ってございます。併せて、それらのニーズに対応していかなければな

らないという問題意識も持ってございます。今回、この専門員を配置することによりまし

て、そういった課題に改善していくということがまず基本にございます。そして、この専

門員が、更にはその現在おります推進員、この２人でこの課題に対処していけるかという

とそういうことは、私共は考えてございません。社会福祉協議会そのものが、これまでの

社会、失礼しました。介護保険中心の団体から脱却していくための１つの方策、核となる

事業という風にとらえてございます。そういう意味で、まずあの専門員がボランティアセ

ンターを、失礼しました。社会福祉協議会がボランティアセンターまで構想しているのか

という部分に関しましては、現時点ではそこまでの考えはございません。と言いますのも、
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もともと社会福祉協議会に求められているそのボランティア活動の取りまとめであると

か、組織化であるとか、そういったことの取り組みをして頂くための配置という風に認識

してございます。先程申しましたとおり２人でやるのかという部分に関しましては、決し

て２人ではないと。組織として意識を変えた中で取り組んで頂きたいという思いでござい

ます。 

３点目、日常生活自立支援事業に関しましては、専門員に関しましては一定の資格を有

する職員ということで想定してございますので、現在、道社会福祉協議会に委託している

ものを今後は江差町の社会福祉協議会が、その事業を行うということを想定してございま

す。 

最後にあのパンフレットに、パンフレットのその魂を込めるといいますか、議員ご指摘

のとおりだと思います。私共の議員、失礼しました、職員が、きちんとした説明をしない

ことによって、町の方々に不利益を与えてしまうということは、これはあってはならない

ことだと考えてございます。そういったことを無いように、今後改めて課内さらには町と

してもですね、研修をきちんとして参りたいと考えておりますので、宜しくお願い致しま

す。 

 

（議長） 

小野寺議員、答弁ない。町民、町民。 

「健康推進課長」。 

 

「健康推進課長」 

はい。 

２問目の配食サービスに関して、についてお話したいと思います。 

時間帯も含めてもう少し具体的な内容を、ということで宜しいでしょうか。 

現在のところ、まだあの要項は、案を作成中ということなのですが、考えていることは

町長答弁にもあった通り、介護保険の特別会計の中の地域支援事業の任意事業の中の地域

自立生活支援事業の中で行っていこうという風に考えております。あの金額云々に関しま

しては、あの委託料、利用料に関しましては現行のままということで、今考えておりまし

て、回数についても概ね週２回程度という風に考えているところでございます。 

時間帯の関係ですが、現行の制度は昼ということですので、地域実態を考えた時に、昼

がいいのか夜、夕方がいいのか、１回であればどこがいいのかというのを、もしかしたら

利用者様方のあの希望というのもあるかもしれませんので、ちょっとその時間帯について

の検討はまだしていませんので、ちょっとその辺は含めてこれから要項の中に、案の中に

入れていきたいかなという風に考えております。 

 

（議長） 
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いいですか。２問目ですか。再々質問だね。 

 

「小野寺議員」 

再々。 

 

（議長） 

「小野寺議員」。 

 

「小野寺議員」 

はい、今。はい。今、推進、保険、健康推進課長言った配食サービス。もし可能であれ

ば、煮詰まっているのであれば、予算審議の時にその案の段階でも、出して欲しいのです

よ。あんまりペーパー見ないでやり取りするのも何なので、もし可能であれば出してもら

いたいということと。 

その結局、５２万ですから、対象者で言えば何ぼ位ですか、１０人位、何人位。何人を

想定しているのですか。１０人ですね。ちょっと待って、それ再々質問。 

だから、本当にね、魂が私こもってない、と思うのです。だから、あの要項が間に合え

ば出して欲しいのですが。江差町で本当にね、困ったなと、せめて１週間に１回や２回食

事頼みたいとね、そんなものでないですよ。もしね、教えてください、どれ位想定してい

るのか。で、実績は今まで１人か２人ですよね。また同じこと繰り返すのかということと、

再々質問なので。 

それからごめん。岸田課長になると思うのですが。あの、今、現行いる２人、２人でい

くらですか、８００万位。これ江差町でね、大変な社協に対して支援ですよ。私はもちろ

ん国の方の通達等も含めて、それはあるでしょう。それから町内会連合会だ、老人クラブ

連合会等の仕事だということで一応分けていますね。分けていますが、ここに地域福祉計

画にもある通り、町内会との関係も本当に大事ですよね。自助・互助というか、１人１人

じゃ難しいけれども、地域で互助・共助ですよ。町長の言っている通り。これ本当にね、

社会福祉協議会の介護保険事業から少しでもシフトするとすれば、今、町が支援している

１人でなくて、この２人がこれを実践していくという形にならなかったら、もったいない、

お金。今したらもう１人、前からいる地域、何だ、正式、地域福祉推進員の方の仕事は、

もっともっと要望に応える仕事やらなかったら、江差町としての補助金の意味がない、と

私は思うのです。分かりますか、言っていること。その点で、私は、確かに建前は違うか

もしれないけれども、実際に相手するのは同じですよ。同じです。一緒にやらなかったら

肉離れしますよ。分かりますね、言っていること、分かりますよね。そういう点でね、ち

ょっと努力して頂きたい、と思いますが、この点について答弁あれば。 

 

（議長） 
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はい、「健康推進課長」。 

 

「健康推進課長」 

配食サービスの予算の関係でございます。 

当初予算は、一応７名の方が、週２回５３週。 

 

「小野寺議員」 

７名。 

 

「健康推進課長」 

５２週を、利用した場合ということでの計算で出しております。 

あの、先程、町長の答弁にもありましたように、あの単に調理が出来ないというだけで

はない利用者の選定ということを考えておりますので、その辺に関しては、あの今回は７

名ということで予算を挙げております。 

 

（議長） 

はい、「町民福祉課長」。 

 

「町民福祉課長」 

はい。 

福祉活動推進員の機能の強化という内容のご指摘かと思います。併せて、社会福祉協議

会だけではなく、町も、連携した中でこういった地域ニーズにどのように応えていくのか

という視点は当然大切なものと認識してございます。 

今後ですね、新たな体制となった時点で、社会福祉協議会との協議・連携を密にしなが

ら、これまでの出来なかったこと等の精査をして参りたいと思いますので宜しくお願い致

します。 

 

（議長） 

はい、小野寺議員、２問目。 

 

「小野寺議員」 

２問目。 

なるべく簡潔に。あの既に一般質問で、２名の方から出ておりますので、なるべく、あ

の、はい、１問目で終わればなと。 

 

（議長） 
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かぶらないように。 

 

「小野寺議員」 

はい。 

３つあります。１つは、あの現在、事業として進めておりますのは、北海道の事業が大

きく関わっております。あの日本海漁業振興策でありますが、実はこの事業は２０１７年

度、新年度ですね、であります。それで、この道の方針に則って、檜山振興局にもあのそ

の対策室、檜山地域漁業振興対策室というものもありますが、当然その方針に則って１７、

１７年度限りとなっております。先程来、出ておりますが、あのニシンの群来、本当にこ

れからも着実にこれが伸びていくと。更には栽培漁業を前進させるためには、その短期的

な対応ではなくて、中・長期という意味合いで、道の日本海漁業振興策が、私は継続必要

であると思います。どのように道に働きかけているか、教えて頂きたいと思います。 

それから２つ目。先程の塚本議員の質問とも若干近いんですが、私は資源保護という観

点で改めてお聞きしたいと思いますが、あの本当に縷々出ておりました。もう大きく今水

揚げが減少しております。で、色々対策出されておりますが、道のあの短期的な対策も出

されておりますが、５年、１０年ではなくて、３０年、５０年とか、もう長いスパンで見

たらですね、本当にこの日本海はもう資源が枯渇してきていると。そういう部分が、私は

やはり出ている。色々なあの研究機関でも、そういう指摘しておりますよね。その抜本的

な資源管理、資源保護があの必要ではないかと。今、もちろんあの国・道でもそういう声

が出ておりますけれども、ただ残念ながら、先程出ていましたがＴＡＣ、漁業可能量、な

かなか研究機関が示されたいわゆるあのＡＢＣっていうのがありますけれども、それより

も更に多くＴＡＣで指定してきて、それを採っていたというのもありますが、この２年位

ですか、３年位ですか。実際上は、研究機関等が示した数字、そのＡＢＣで出した数字よ

りももっと低くというか、ＴＡＣで出していますから、この２年位は厳しい漁獲可能量に

なっているなとは思うのですが、更にそれ、それでは、それでも獲れない。ＴＡＣの数字

ででも獲れない位、深刻だということは、これはあの漁業関係者だけでなくて、我々議員

も行政もしっかりと見ていかなければならない、今事態になっている、と思うのです。 

改めて、質問としてお聞きしますけれども、もう関係機関もう一体となって、この日本

海の資源管理、江差だけでないですからね、日本海、本当に稚内も含めて、松前も含めて、

日本海全体が関わってくる問題。先程言った国際問題も含めて、になるのかもしれません

が、改めてこの点をお聞きしたいと思います。 

で、３つ目。これは、水産業だけでなく農業も同じかもしれませんが、大きい私の水産

振興という意味合いで、この水産物の地産地消についてお聞きしたいと思うのですが。た

またま、あのブンテンにニシンがあったとかですね、それはあります。ありますけれども、

総じて、江差のせっかく水揚げされたものが、どうしても札幌だ、函館だ、本州だとかと

いって、なかなか地元で消費しづらいというか、目に見えない。やはり一定のあの行政等
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の取り組みで、地元の方に若しくは観光客の人が来たらすぐその地元に、の水産物を提供

できると、そういう体制を支援していかなかったら、難しいのではないのかなという気は

するのです。色々調べたら、それぞれ国の補助金だとか、都道府県の補助金だとか、単独

とありますが、総じて色々な事業、創意工夫でやっている。江差でも何とかあの水産物で

すね。地元も一所懸命消費していくと、そして水産業者も頑張って漁業に勤しむと。そう

いって、出来ないか、この３つをお聞きしたいと思います。 

 

「町 長」 

議長。 

 

（議長） 

「町 長」。 

 

「町 長」 

小野寺議員の２問目、水産振興についてのご質問にお答え致したいと思います。 

ご指摘のとおり、北海道の日本海漁業振興緊急対策事業は、２０１７年度までとの年限

が設けられております。一方、塚本議員や萩原議員にもご答弁申し上げましたが、檜山管

内では回遊性魚種の漁獲低迷により、依然として厳しい漁業経営を強いられる中で、育て

る漁業への転換を図るべく、各町で増養殖事業が展開されております。 

また、管内全体の取り組みとして、乙部町の既存施設をサケの種苗施設として再整備す

る等、秋サケ資源の維持増大に努めております。ニシンの放流事業につきましても、檜山

管内をあげて日本海漁業の振興に取り組んでいるところです。この流れを失速させること

なく、漁業振興を推進していくためには、北海道の支援が必要不可欠と考えており、関係

町と連携しながら、日本海漁業振興対策の継続について、要望して参りたいと考えており

ます。 

また、江差町の水産振興を目的に北海道から派遣されている職員の任期が今年度で終了

することから、引き続き水産振興に携わる後任職員の派遣について、北海道に働きかけて

いるところでございます。 

２つ目のお話でございます。江差町をはじめ檜山管内ではこれまでもスケトウダラ資源

を保護するため、他の管内では主流となっている刺し網漁法ではなく、資源に配慮したは

え縄漁法により操業を行っており、産卵前には操業を切り上げる等の取り組みを自ら実施

しております。 

また、資源利用に関する関係者会議の場で、檜山管内の代表者が取り組みを紹介し、資

源保護を呼び掛けてきましたが、資源状況のさらなる減少もあり、江差の三隻も含め、管

内１２隻のスケトウダラ漁業の漁船がスルメ釣り漁業に転換致しました。スルメイカ漁に

つきましても、関係漁業団体の自主規制措置として、禁漁日を設ける等、資源保護に努め
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ているところですが、全国的に資源状況が不安定で、魚場の形成に至らない等、厳しい状

況が続いております。資源論から申し上げますとさらなる漁獲、漁獲規制を行えば早い資

源回復が見込まれるのでは、との意見もございますが、資源量と漁獲量の因果関係は明確

ではなく、一方でこれ以上厳しい漁獲規制をかければ漁業経営が立ち行かなくなる恐れも

ございます。回遊性魚種は行動範囲が広く、人為的に資源を作り育てることが出来ないた

め、資源の維持増大は困難を極めると考えますが、漁業関係者・試験研究機関・行政が一

体となって資源の保護と利用について検討して参りたいと考えておりますので、ご理解の

程、宜しくお願い申し上げます。 

３点目の水産物の地産地消につきましては、これまでも漁業士会や漁協女性部が中心と

なって食育活動の普及に努めており、その先進的な取り組みが認められ、今年度北海道の

代表として全国青年女性部交流大会で事例紹介を行う等、高い評価を頂いているところで

す。町としても、更なる地元水産物の普及、消費の拡大が必要と考えておりますので、提

案頂いた事業の活用を含め関係機関とも協議しながら、推進を図って参りたいと考えてお

ります。 

 

「小野寺議員」 

はい、議長。 

 

（議長） 

はい、「小野寺議員」。 

 

「小野寺議員」 

はい。４時までは終わります。 

それで、１つだけ再質問します。 

あの、資源管理、資源保護なのですが、これは大きく言うと２つあると思うのです。先

程、塚本議員の言った部分はですね、もし町長ご存じないとすれば、これ本当にね、深刻

なのですが、日本海いわゆる２００海里、排他的水域に、今まで日本の排他的水域まで朝

鮮とか中国から入ってきている。まず間違いないでしょう。でしょうと言わなければだめ

ですね。報道関係では、入っている。 

もう１つはですね、朝鮮の２００、自分の国の２００海里、一応、分かれていて。そこ

で漁業権を中国に売ると、それはそれで商売だからいいのでしょうけれど。今度、それで

北朝鮮は、まだまだ小型の船でやっているらしいのですが、本当に磯舟みたいなものでや

っているらしいのですけれどね、に近いもの。中国はその北朝鮮から漁業権を買って、も

う超大型のもので、どんどん日本海に入ってきているのですよ。それが２００、日本の２

００海里にも入ってきている。ですから、イカやスケソウや、もしかしたらサケが北上す

る時も含めてですね、北上の途中に採られているかもしれないということも含めて、国際
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問題としても、我々日本海すぐそばで、本当に国際問題、国・道に働きかける。これはも

う大事な問題。 

それからもう１つ。自然の回遊魚に対しては、例えばスケソウに関して言いますと、戦

後、確かあれ２０年位、ほとんど採れない時期あったのですよ。ほとんど採れない時期。

どうしてそこまで７０年代から少しずつ採れて、８０年の８７年頃にピークになる、今の

スケソウ、日本海採れたかというと、本当に採り尽くしていたスケソウを、例えば１２月

から１月までに期間を厳格にしようだとか、親はとらないようにしようだとか、本当にも

う浜が一致して資源保護ということ、徹底したから７０年代からまた少しずつ取れて、８

０年代のあの例のピークに起きたのです。で、今じゃあ何やっているかといったら、どう

もね、やっぱり採っていますね、色々な状況聞いたら。採れないから採っている。親も一

所懸命採っている。だから親は採るなとやっていますが。やはり徹底した資源管理をやら

ないと、生活保障という部分は、それはそれであるのでしょうけれども、やはりまず資源

保護するということをやっていかなかったら、もう壊滅状態、スケソウに関して言うと。

それ以外のことについても、さっき言った、採り尽くす。採り尽くすということをもう辞

めさせなければならない、ということも含めて、関係機関としっかりと連携取りながら私

はやっていく必要があると思います。その点について、もし何かコメントあれば頂きたい

と思います。 

 

（議長） 

はい、「産業振興課長」。 

 

「産業振興課長」 

はい。 

資源保護の問題でございます。先程の塚本議員の質問とダブる部分があるのかなという

風に思いますが、国際的な問題含めてございますので、こちらにつきましては、関係機関

と十分協議しながら、必要があれば、必要となる対応を今後も取っていきたいなという風

に考えてございます。 

あとあのスケソウを含めた資源保護の問題でございますが、当然採り尽くすという話で

はなく、かといって全てを禁漁にすればいいということでなく、こちらにつきましては、

資源と漁業のバランスがしっかり取れた、取り組みをしていかなければ漁業者も先程町長

答弁した通り、いかなくなるような状況もありますので、しっかりとしたバランスを取る

ようなことを考えながら、資源保護についてはしっかりと保護していくことも考えながら

ですね、取り組みを、並行して取り組みを続けていきたいという風に考えてございます。 

 

（議長） 

はい。いいですね。 
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「小野寺議員」 

はい。終わります。 

 

（議長）  はい、以上で、小野寺議員の一般質問を終わります。 

 

（議長）  以上で、今定例会に通告がありました一般質問は全て終了致しました。  ここで、一般質問を終結致します。   


